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　1986年4月経済構造調整に関する前川報告が出さ
れ，11月にはそれを受け継ぐ形で農政審議会が「21世
紀へ向けての農政の基本方向」を答申した。この答申
の趣旨をひとことで言えば，農業にも市場原理を導入
し，産業として活性化を図かるというものである。
　こうした考え方は，何も今に始まったものではな
く，既に1961年に農業基本法が成立した以降，農政が
一一・?唐ｵて追求してきた路線であるといって良い。それ
が今日，あらためて強調される背景には，86年9月全米
精米業者協会（RMA）がわが国の食管制度についても
聖域視しない態度，GATT違反をアメリカ通商代表
部に提訴したことが要素となっていると考えられる。
　アメリカ精米工業会がこうした強行手段に訴えたの
には，日本国内の食管制度についての世論の分裂がチ
ャンスと映ったためだと言われている。従来，対外的
には一枚岩に見た日本国内にも批判者がいると読みと
った行動であったというのである。この推理は一面で
は当っており，真実である。実際4月以降の農政の急
展開はそれを裏付けるものとなった。
　問題は，農政審議会答申が描く方向で農政が展開し
ていった場合，日本の農業が産業として自立し，真に
活力ある農村社会が形成されるであろうかという点で
ある。
　本研究は，農畜産物が全般的に過剰基調にあり，そ
のうえ海外から安価な農畜産物が大量に輸入されてい
る状況の中で，農業者はいかなる対応をとろうとして
いるのか。水田単作地帯，農山村地帯をとりあげ実態
調査を踏まえ，今日の課題を解明することを目的とし
ている。
　稲作部門に関しては，農地流動化による規模拡大と
生産費の引き下げ，耕種畜産の複合化が当面の課題で
あるが，農地の流動化については政策的支援もあって
或る程度の進展を見せているものの，複合化の動きは
遅々としている。
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　他方，土地利用型農業として，農山村は潜在的エネ
ルギーを秘めており草地開発によって酪農や肉用牛生
産が進展している。けれども傾斜が緩かで機械力を駆
使できる草地を大量に確保することは困難であり，そ
うした条件に恵ぐまれた地域であっても，安い牧草の
輸入と対抗しなければならない。公共企業体組織によ
っておこなわれている牧草生産は軒並み赤字経営であ
り，村の中では少数派になってしまった畜産農家に対
するサービスにも問題が生じてきている。
　いずれにせよ，，容易には打開の方向が見出しにくい
中にあって．活力あるいくつかの経営集団に焦点をあ
て今日の課題に接近してみたい。
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